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行政訴訟検討会において検討されている主な検討事項

＊ 本資料は、行政訴訟制度の見直しについて行政訴訟検討会の検討状況を踏まえて広く意

見等を募る際の資料とするため、第 回行政訴訟検討会において「行政訴訟制度の見直し16

について検討の方向性が概ね一致していると思われる事項」として確認された事項と更に

検討が必要な点を掲げるとともに、その他の主な検討事項について検討会で意見が出され

ている考え方と更に検討が必要な点ないし指摘されている問題点を掲げたものである。
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第 基本的な見直しの考え方－権利利益の実効的救済の保障1

行政訴訟制度を見直して、国家賠償や行政不服審査の制度と相まって、国や

公共団体による権利利益の侵害を受けた者の救済を実効的に保障することがで

きる制度とする。

(注) 検討会において概ね一致している事項である。

なお「第 、 行政訴訟の目的・行政の適法性を確保するための訴訟」参照2 9

第 具体的な見直しの考え方2

行政訴訟を利用しやすくするための見直し1

被告適格者の見直し(1)

被告適格を有する行政庁を特定する原告の負担を軽減することにより、訴え

の提起を容易にする等のため、行政庁の処分その他公権力の行使に当たる行為

に関する不服の訴訟(行政事件訴訟法第 条第 項参照)については、行政庁を3 1

、 。被告とせず 処分又は裁決に係る事務の帰属する国又は公共団体を被告とする

(注) 検討会において概ね一致している事項である。

行政事件訴訟法その他の法律における｢行政庁｣の意義を変更するものではない。

抗告訴訟の被告適格者を行政庁から国又は公共団体に改めることに伴う規定の整

備に関し、例えば、次のような更に検討が必要な問題がある。

(行政事件訴訟法について)

ア 「当事者訴訟」の名称を変更すべきか(第 条、第 章ほか)4 3

イ 第 条関係の問題11

・現行の第 条第 項ただし書の規定の要否11 1

・現行の第 条第 項の規定の要否11 2



- 4 -

・ 公共団体」の範囲「

ウ 被告適格者の見直しをした場合でも現行法と同様の土地管轄を認めるため

の規定の整備

エ 被告を誤った訴えの救済の規定の要否(第 条関係)15

オ 国又は公共団体に対する請求への訴えの変更の規定(第 条関係)21

カ 行政庁と行政主体のいずれが訴訟参加すべきか(第 条関係)23

キ 判決の拘束力を及ぼす範囲等(第 条関係)33

ク 訴訟費用の裁判の効力に関する規定(第 条関係)35

ケ 取消訴訟に関する規定のその他の抗告訴訟への準用関係(第 条関係)38

コ 出訴の通知に関する規定(第 条関係)39

サ 民衆訴訟又は機関訴訟についても、被告適格者を国又は公共団体とすべき

か。また、民衆訴訟又は機関訴訟への取消訴訟に関する規定の準用関係に見

直すべき点があるか(第 条関係)43

シ 処分の効力等を争点とする訴訟への規定の準用関係(第 条関係)45

ス 処分をした(又は処分をすべきものとされる)行政庁を訴訟手続上特定する

ための方策を講ずる必要はないか

(その他の法律について)

セ 行政不服審査法の規定の整備の要否

ソ 国の利害に関係のある訴訟についての法務大臣の権限等に関する法律の規

定の整備の要否

タ 個別法で特定の行政庁を被告適格者として定めている場合も、特別の理由

がない限り、被告適格者を国又は公共団体に統一すべきではないか

行政訴訟の管轄裁判所の拡大(2)

、 。行政訴訟へのアクセスを容易にするため 行政訴訟の管轄裁判所を拡大する
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(注) 検討会において概ね一致している事項である。

見直しの具体的な内容としては、次のような考え方があり、行政事件を扱う裁判

所の専門的な体制の問題等と関連して、なお検討が必要である。

案 原告の普通裁判籍の所在地を管轄する高等裁判所の所在地を管轄する地A

方裁判所にも訴えを提起することができることとする考え方(高等裁判所の

支部がある場合には、その支部の所在地を管轄する地方裁判所にも訴えを

提起することができるものとすべきであるとの意見もある。)

案 原告の普通裁判籍の所在地を管轄する地方裁判所にも提起することがでB

きることとする考え方

土地管轄の拡大に関し、例えば、次のような更に検討が必要な問題がある。

ア 被告が国以外の公共団体である場合にも管轄を拡大すべきか

見直しの具体的な考え方について 案又は 案の考え方を採る場合に、被A B

。告が国以外の公共団体である場合にも一律に管轄を拡大して不都合はないか

例えば、地方公共団体はどうか。全国に支店を有する原告が被告の地方公

共団体の所在地と異なる本店所在地で訴えを提起するような場合はどうか。

独立行政法人、地方公社など必ずしも全国に拠点を有しない公共団体はど

うか。

原告が処分又は裁決を受けた後に住所等を変更した場合の管轄について、

何らかの配慮が必要か。

イ 移送の規定の要否

管轄の拡大に伴い、民事訴訟と異なる移送の規定を設ける必要があるか。

ウ 管轄を拡大すべきでない事件はないか

管轄を拡大することが相当でない事件はないか。例えば、中央労働委員会

の救済命令取消訴訟(行政事件訴訟法第 条第 項の適用が排除され、全て12 3

の事件が東京に集中している。)についてはどうか。
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出訴期間等の教示(3)

訴え提起の機会をより実質的に保障するため、行政庁は、処分をする際に、

その相手方に対し、出訴期間の制限などを教示しなければならないものとする

(行政不服審査法第 条第 項本文参照)。57 1

(注) 検討会において概ね一致している事項である。

例えば、次のような更に検討が必要な問題がある。

ア 教示義務の対象となる行為

教示義務の対象となる処分等の範囲について、どのように考えるべきか。

例えば、書面でする行為に限定すべきか否か。

イ 教示の相手

教示を受けるべき相手方の範囲について、どのように考えるべきか。

処分等の教示義務の対象となる行為の相手方に限ることとすべきか否か。

ウ 教示義務の内容

教示をすべき内容について、どのように考えるか。

例えば、次の事項について教示をすべきか否か。その他に教示すべき事項

があるか。

(ア) 取消訴訟を提起できる行為であること

(イ) 訴訟の被告となるべき者

(ウ) 不服申立前置の定めが適用される場合はその旨

(エ) 出訴期間の定めが適用される場合はその期間

(オ) 訴えを提起することができる裁判所

エ 教示の効果

誤った教示をした場合や教示をすべきであるのに教示をしなかった場合に

ついて法的効果を定めるべきか否か。教示が追完された場合はどうか。

法的効果を定める場合、どのような法的効果を定めるべきか。
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審理を充実・迅速化させるための方策の整備2

訴訟関係を明瞭にし、審理を充実・迅速化させるため、訴訟の早期の段階で

処分又は裁決の理由を明らかにするための方策を講ずる。

(注) 検討会において概ね一致している事項である。

処分又は裁決の理由を明らかにするための具体的な方策については、①処分又は

裁決に関する理由の説明や記録の提出等を行政庁に対して命ずること、②裁決の取

消しの訴え又は裁決を経た処分の取消しの訴えにおいて、裁決をした行政庁に対し

裁決に関する記録の提出を命ずること等の意見が出ており、次のような更に検討が

必要な問題がある。

ア 処分又は裁決に関する理由の説明

処分又は裁決に関する理由の説明を求めるために、民事訴訟法第 条の149

釈明権等のほかに、行政訴訟に独自の制度を設ける必要があるか。

イ 処分又は裁決に関する記録等の提出

(ア) 行政側に文書の提出を求める新たな制度を設ける場合、訴訟関係を明

瞭にするための釈明処分(民事訴訟法第 条)の特則と考えるべきか、151

書証の申出の一つの方法である文書提出命令の特則と考えるべきか。

(イ) 提出を求める対象は、どのようなものとすべきか。その特定について

はどのように考えるか。

例えば、当該事案についてした調査の結果にかかる調書その他の当該

処分又は裁決の原因となる事実を証する資料一切を対象とすることはど

うか(行政手続法第 条第 項参照)。18 1

、 。(ウ) 行政側が提出を拒むことができる事由について どのように考えるか

220 4民事訴訟の文書提出命令の提出義務の除外文書(民事訴訟法第 条

号ロ「公務員の職務上の秘密に関する文書でその提出により公共の利益

を害し、又は公務の遂行に著しい支障を生ずるおそれがあるもの」など)
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は、行政側が記録の提出を拒むことができるものとすべきではないか。

(エ) 新たな制度の適用範囲につき、行政庁の処分を訴訟の対象とする取消

訴訟以外の場合についてはどう考えるか。取消訴訟以外にも適用する場

合、その範囲や根拠をどう考えるか。

訴訟の当事者となっていない国又は公共団体の保有する文書、例えば

行政不服審査の審査庁が保有する文書などについて、どう考えるか。

(オ) 行政側が記録等の提出を命ぜられた場合に、提出を拒むことができる

文書の提出を拒むための手続について、どのように考えるか(民事訴訟法

第 条第 項ないし第 項参照)。記録等の提出を命ぜられたことに対223 3 7

する不服申立手続が必要か。不服申立てを認める場合には、その手続と

審理の迅速化の要請との関係についてどのように考えるか。

本案判決前における仮の救済の制度の整備3

本案判決前における仮の救済に関して、権利利益の救済の実効性を確保する

観点から検討し、必要な制度の整備を図る。

(注) 検討会において概ね一致している事項である。

権利利益の救済の実効性を確保する観点から仮の救済について具体的にどのよう

な見直しを要するかについては、①執行停止の要件の緩和、②執行停止に対する内

閣総理大臣の異議の制度(行政事件訴訟法第 条)の見直しを含む執行停止決定に対27

する不服申立ての具体的在り方の見直し、③執行停止以外の多様な仮の救済方法の

整備等が必要であるとの意見が出ており、どのような制度を採用するか等に関し、

例えば、次のような更に検討が必要な問題がある。

ア 執行停止の要件の緩和

「処分、処分の執行又は手続の続行により生ずる回復の困難な損害を避け

るため緊急の必要があるとき」(行政事件訴訟法第 条第 項本文)との執行25 2
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停止の要件を緩和すべきか。

イ 執行停止決定に対する不服申立ての在り方

執行停止に対する内閣総理大臣の異議の制度(行政事件訴訟法第 条)の見27

直しを含む、執行停止決定に対する不服申立ての具体的在り方について、ど

のような見直しをすべきか。

執行停止決定に対する即時抗告(行政事件訴訟法第 条第 項)は、執行停25 6

止決定の執行を停止する効力を有しない(行政事件訴訟法第 条第 項、な25 7

お民事訴訟法第 条第 項参照)ことについて、どのように考えるか。334 1

ウ 公権力の行使に当たる行為についての執行停止以外の仮の救済

(ア) 係争物に関する仮処分に類する仮の救済が必要となる場合があるか。

(イ) 仮の地位を定める仮処分に類する仮の救済が必要となるのはどのよう

な場合か。行政の作為・不作為の給付を求める訴えによる救済の認めら

れる範囲との関係はどうか。

(ウ) 仮の地位を定める仮処分に類する仮の救済の制度を設けるものとした

場合の要件についてはどのように考えるか。

① 仮の救済の必要性に関する要件として、どのような要件が必要と考

えられるか。

② 本案に関する要件として、どのような要件が必要と考えられるか。

③ 公共の福祉又は公益に配慮した要件を設ける必要性があるか。設け

る場合には、どのような要件が適当か。

④ 本案の訴えの提起を要するか否か。

権利利益の救済を実効的に保障するための多様な救済4

行政の作為の給付を求める訴え(1)

国や公共団体の不作為による権利利益の侵害を実効的に救済するため、行政
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の作為の給付を求める訴えによる救済が認められる範囲を拡大すべきであると

の考え方

この考え方については、例えば次のような更に検討が必要な問題がある。

ア どのような場合に行政の作為の給付を求める訴えが認められるべきか

案 法令に基づく申請に対し、行政庁が相当の期間内に処分又は裁決をしA

ない場合及び行政庁が全部又は一部拒否処分をした場合に、申請をした

者が一定の処分又は裁決を求める場合に限られるとする考え方

(注) この考え方は、不作為の違法確認の訴え又は拒否処分の取消訴訟のいわば延長

として、法令に基づく申請のある場合に限り、行政の作為の給付を求める判決をす

ることを認めるものである。この考え方による場合、不作為の違法確認の訴え及び

拒否処分の取消訴訟と行政の作為の給付を求める訴えとの関係について、(ア)前者

と後者をそれぞれ独立の訴えの形式と捉えるのか、それとも、行政の不作為の違法

を争う場合を一つの訴えの形式とした上で、その訴えに対してなし得る判決の一つ

として行政に対して作為の給付を命ずることができると捉えるのか、(イ)それぞれ

独立の訴えの形式であるとする場合、訴えの形式相互間の関係を並列的に考えて原

告の選択に委ねるのか、それとも、訴えの形式の間に序列を認めるのか、更には、

取消訴訟の排他的管轄との関係についてどのように考えるか、などについて検討す

る必要がある。

案 違法建築物の隣地居住者が違反者への是正命令を行政庁が発することB

を求める場合など、申請権がない者が原告として、行政庁が第三者に対

して処分をすることを求める場合に限られるとする考え方

(注) この考え方は、不作為の違法確認の訴え又は取消訴訟による救済を求めること

ができない場合にこそ行政の作為の給付を求める訴えが認められるとするもので、

法令に基づく申請権の認められない場合を対象とする考え方である。この考え方に

よる場合、どのような範囲で行政の作為の給付を求める訴えが認められるのかにつ

いては、実体法上作為の給付を求める請求権が認められるかどうかの問題に尽きる
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のか、それとも、実体法上の請求権の存否の問題に加えて、訴訟法上の問題として

も何らかの考慮が必要なのか、などについて検討する必要がある。

案 案及び 案のいずれの場合にも認められるとする考え方C A B

(注) この考え方は、 案及び 案のいずれの場合にも、行政の作為の給付を求めるA B

訴えが認められるとする考え方である。この考え方については、法令に基づく申請

権のある場合とない場合とでは、請求が認められるための要件は異なるものとすべ

きであるとの意見がある。

イ 訴えの対象、取消訴訟等との関係

行政の作為の給付を求める訴えにおいて請求する行為は 「行政庁の処分そ、

の他公権力の行使に当たる行為」に限定すべきか。

行政の作為の給付を求める訴えによる救済と取消訴訟・不作為の違法確認

の訴えによる救済との関係についてどのように考えるか。

(注) アの 案、 案又は 案についての(注)参照。アについて 案による場合、A B C A

申請権がない場合における行政の不作為に対する救済について、不作為の違法確認

の訴えは、法令に基づく申請があることを要件としないこととして、不作為の違法

確認の訴えにより救済を図るべきであるとの意見がある。

ウ 行政に対して作為の給付を命ずるための要件についての考え方

案 (ア)行政庁が特定の処分をすべきことが法律上覊束されており、行政A

庁に裁量の余地が全く残されていないなど、第一次判断権を行政庁に留

保することが必ずしも重要でないこと(一義性の要件)、(イ)裁判所によ

る事前審査を認めないことによる損害が大きく、事前救済の必要性が顕

著であること(緊急性の要件)、(ウ)他に適当な救済方法がないこと(補充

性の要件)の つが充たされることが必要であるとする考え方3

案 固有の要件としては、一義性の要件を満たす必要があるが、その他にB

は一般的な訴えの利益があれば足り、緊急性の要件及び補充性の要件は

不要であるとする考え方
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案 行政の作為の給付を求める訴えとして、特定の作為のみならず、抽象C

的な作為を求めることも認め、行政庁が特定の処分をすべきことが一義

的に明白であることを必ずしも要件とする必要はなく、緊急性の要件及

び補充性の要件についても、一般的な訴えの利益があれば足り、緊急性

の要件及び補充性の要件は不要であるとする考え方

エ 判決の執行についての考え方

案 行政に対して作為を命ずる判決の執行についても、民事訴訟におけるA

作為を命ずる判決の執行と同様に、命ぜられる作為の性質に応じ、直接

強制(民事執行法第 条、民法第 条第 項本文)、間接強制(民事執171 414 2

行法第 条)、意思表示の擬制(民事執行法第 条)によるものとし、172 173

判決により命ぜられる作為が意思表示の方法による行政庁の処分の場合

には、民事執行法第 条により、判決の確定の時に意思表示をしたも173

のとみなすこととする考え方

B 172案 行政に対して作為を命ずる判決の執行については、民事執行法第

条の定める間接強制の方法のみによるものとする考え方

案 行政に対する作為を命ずる判決については、強制執行をすることがでC

きないものとする考え方

行政の行為の差止めを求める訴え(2)

国や公共団体の行為によって権利利益を侵害されるおそれがある者を実効的

に救済するため、行政の行為の差止めを求める訴え(不作為の給付を求める訴

え)による救済が認められる範囲を拡大すべきとの考え方

この考え方については、例えば次のような更に検討が必要な問題がある。

ア 訴えの対象

行政の不作為の給付(行為の差止め)を求める行為を 「行政庁の処分その他、
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公権力の行使に当たる行為」に限定すべきか。

イ 取消訴訟等との関係

行政の不作為の給付を求める訴えによる救済と取消訴訟による救済との関

係についてどのように考えるか。また、民事訴訟による差止めの訴えとの関

係についてはどのように考えるか。

更に、行政の不作為の給付(行為の差止め)を求める訴えについて、抽象的

な不作為の給付を求める訴えを認める場合に、その訴えによる救済と確認の

訴えによる救済との関係は、どのように考えるか。

ウ 差止めの要件の考え方

案 (ア)行政庁が特定の処分をしてはならないことが法律上覊束されておA

り、行政庁に裁量の余地が全く残されていないなど、第一次判断権を行

政庁に留保することが必ずしも重要でないこと(一義性の要件)、(イ)裁

判所による事前審査を認めないことによる損害が大きく、事前救済の必

要性が顕著であること(緊急性の要件)、(ウ)他に適当な救済方法がない

こと(補充性の要件)の つが充たされることが必要であるとする考え方3

案 固有の要件としては、一義性の要件を満たす必要があるが、その他にB

は一般的な訴えの利益があれば足り、緊急性の要件及び補充性の要件は

不要であるとする考え方

、 、C案 一義性の要件及び補充性の要件は不要であるが 緊急性の要件として

「回復の困難な損害を生ずるおそれがある場合」(株主による取締役の違

法行為の差止めの請求に関する商法第 条参照)であることや 「著し272 、

い損害を生じ、または生ずるおそれがあるとき」(侵害の停止又は予防の

請求に関する私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律第 条参24

照)が要件として必要であるとする考え方

案 「事後的に義務の存否を争ったのでは回復し難い重大な損害を被るおD

それがある等、事前の救済を認めないことを著しく不相当とする特段の
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事情がある場合」であることを要件とすべきであるとの考え方

案 行政の不作為の給付を求める訴えとして、特定の行為をしないことのE

みならず、抽象的な不作為を求めることも認め、行政庁が特定の処分を

してはならないことが一義的に明白であることを必ずしも要件とする必

要はなく、緊急性の要件及び補充性の要件についても、一般的な訴えの

利益があれば足り、緊急性の要件及び補充性の要件は不要であるとする

考え方

案 案の要件のほか 「差止めは、当該行為を差し止めることによつて人F D 、

の生命又は身体に対する重大な危害の発生の防止その他公共の福祉を著

しく阻害するおそれがあるときは、することができない」(住民訴訟とし

ての差止めの請求に関する地方自治法第 条の 第 項参照)という消242 2 6

極要件が必要であるとする考え方

確認の訴え(3)

法律関係等が不明確であることによって権利、自由に危険、不安が生じてい

る場合にこれを除去するため、確認の訴えが認められる範囲を拡大すべきとの

考え方

この考え方については、例えば次のような更に検討が必要な問題がある。

ア 確認の訴えによる救済の必要性

確認の訴えによる救済が必要とされるのは、どのような場合か。

例えば、行政立法、行政計画のうち、抗告訴訟の対象である「行政庁の処

分その他公権力の行使に当たる行為」には該当しないとされるものに関し、

その効力を争う者が当該行政立法又は行政計画の無効の確認を求める訴えに

ついて、どのように考えるか。法律上効力がないとされる行政指導について

はどのように考えるか。
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イ 民事訴訟の確認の利益との関係等

行政訴訟における確認の利益と民事訴訟の確認の利益との関係について、

どのように考えるべきか。

また、取消訴訟制度が確認の訴えにおける確認の利益の判断に対して及ぼ

す影響について、どのように考えるか。

ウ 無効等確認の訴えの取扱い

無効等確認の訴え(行政事件訴訟法第 条第 項、第 条)の原告適格につ3 4 36

いては、①判例の解釈・運用によることとすれば立法上の手当は不要である

とする考え方、②無効等確認の訴えの原告適格は、通常の民事訴訟における

確認の利益よりも狭く制限されているとの見解に立ち、通常の民事訴訟にお

ける確認の利益と同一とする趣旨で 「当該処分又は裁決の存否又はその効力、

の有無を前提とする現在の法律関係に関する訴えによって目的を達すること

ができないものに限り」との限定を削除すべきであるとの考え方、③無効等

確認の訴えの原告適格については②と同様に民事訴訟の確認の利益と同一と

すべきであるとの考え方に立って、そうであるとすれば、行政訴訟について

特別の規定を置く必要はないとして、無効等確認の訴えの原告適格を定める

規定を削除すべきであるとの考え方、④無効等確認の訴えの原告適格につい

て定める規定を削除することとする場合、行政の行為の無効等の確認を求め

たときに、確認の対象が過去の法律関係ないし事実の確認であるということ

、から確認の利益がおよそ認められないという解釈がされるおそれがあるため

確認の利益がある場合には、処分又は裁決の存否又は効力の有無に関する確

認の訴えであっても提起することができることを確認的に規定する必要があ

るとの考え方などがある。

取消訴訟の対象、排他性、出訴期間5

行政立法、行政計画、通達、行政指導などへの取消訴訟の対象の拡大(1)
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多様な行政活動に対する関係において国民の権利救済の機会を広く確保する

観点から、行政立法、行政計画、通達、行政指導などを取消訴訟の対象とすべ

きであるとの考え方

この考え方については、例えば次のような指摘がされている。

ア 行政立法、行政計画などでも、国民の権利義務に直接影響を及ぼすような

場合は現行法でも取消訴訟の対象となる処分に当たり、紛争の成熟性に関わ

りなくすべての行政立法、行政計画を一律に取消訴訟の対象とする必要はな

い。

、イ 本来法的な効力がない行政指導がすべて訴訟の対象となるのは適切でなく

民事訴訟と同様の確認の利益があれば、行政指導などの行政活動の違法・無

効、あるいは法律関係の存否等の確認の訴えを活用することが現行法でも可

能である。

ウ 行政立法や行政計画を取消訴訟の対象とすると、取消訴訟の排他性や出訴

期間の制限を受けて争う機会が制約されたり、後にされる処分についても違

法性が承継されずに争うことができないことになる。

取消訴訟の排他性又は出訴期間の限定、行政決定の違法確認訴訟の創設(2)

排他性や出訴期間の制限を伴う取消訴訟の制度によって権利救済が必要以上

に制約されないようにする観点から、取消訴訟制度の見直しをすべきであると

の考え方

具体的な見直しの内容としては、例えば、次のような考え方がある。

案 形成訴訟である取消訴訟に代えて、行政決定ないし行政上の意思決定のA

違法を確認する訴訟類型を新設し、この訴訟は、民事訴訟など他の訴訟と

の間で排他性のないものとし、出訴期間については必要なものについて個
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別法で定めるものとするとの考え方

案 取消訴訟の対象となる行政決定ないし行政上の意思決定について排他性B

又は出訴期間が必要なものは個別法で定めるものとし、その他の行政決定

についても違法を確認する訴訟を認める考え方

案 排他性のある形成訴訟として取消訴訟を維持するが、出訴期間についてC

は第三者の権利義務関係に変動を及ぼす処分に限って出訴期間の制限を受

けることを行政事件訴訟法において規定すべきであるとの考え方

これらの考え方については、例えば次のような指摘がされている。

ア 形成訴訟である取消訴訟を廃止することについては、排他性と出訴期間を

伴った形成訴訟でしか争わせないこととして法的な権利関係の安定を図るこ

とが取消訴訟制度の目的であり、取消訴訟の排他性と出訴期間は、行政救済

だけの問題ではなく、行政の作用のあり方、行政の仕組みと密接に関連する

から、行政の円滑・効率的な遂行による国民の利益を検討すべきである。

イ 行政決定ないし行政上の意思決定は、対象や効果が漠然としているため裁

判規範も明確にならない上、個別の訴えの利益の判断で結果的に多数の訴訟

が不適法とされるので、訴訟類型として新設することは適切でない。

ウ 排他性又は出訴期間を個別法で整理をする場合、立法者は、国会だけでな

く、市町村、都道府県、条例制定権を持つ組合があることを考える必要があ

る。

エ 出訴期間を原則として廃止するとすると、行政コストとして国民の負担と

なり、処分に対する訴訟の仕方を教示する制度ができれば、出訴期間を伴う

処分を限定する必要は乏しい。

オ 第三者の権利義務関係に影響があるかどうかを立法段階で区別することは

難しく、一般法で出訴期間がある処分を第三者の権利義務関係に影響を及ぼ

すものに限定することは適切でない。
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裁判所が判決で必要な是正措置を命ずる考え方(3)

違法な行政決定に対する救済のための是正措置を多様化しつつ、救済方法を

選択する国民の負担をなくす観点から、( )の行政決定の違法の確認を求める2

訴訟では、違法の確認のほかに必要な是正措置を判決で命ずることができ、訴

えの提起に当たっては、求める是正措置の内容を原告が特定する必要がないも

のとすべきであるとの考え方

この考え方については、例えば次のような指摘がされている。

ア どのような救済が当事者にとって有利かは一義的には決まらないので、判

決で命ずる救済として当事者が何を求めるかは当事者が自分の判断で選択し

て訴え、当事者双方の主張の当否を裁判所が中立の立場で判断するという、

現在の訴訟の基本構造を変えることは適切でない。

イ 請求の特定は、審理の対象を定める重要な意味があり、請求が明確でない

と訴訟の審理が多岐にわたり仮定的で複雑なものとなって、訴訟の遅延につ

ながる。

ウ 現行法でも、請求は、裁判所が当事者に適切に釈明を求めることにより、

当事者にとって最適な救済を選択するように促すことが可能であって、裁判

所が釈明権を適切に行使すれば足りる。

取消訴訟の排他性の拡大解釈の防止(4)

取消訴訟では実効的な救済ができない場合には、作為・不作為の給付の訴え

や確認の訴えなど、民事訴訟を含む他の訴訟形態を活用して実効的な権利救済

、 、を図ることができるようにする観点から 取消訴訟の排他性が拡大解釈されて

その本来の趣旨を超えて他の訴訟形態による実効的な権利救済を妨げることに

ならないよう、取消訴訟の排他性の拡大解釈を防ぐための規定を置くべきであ
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るとの考え方

この考え方については、例えば次のような指摘がされている。

取消訴訟の排他性は、行政事件訴訟法に規定がなく、対象になる行為の性質に

よっても異なるので、排他性に関する一般的な規定は適切でない。

出訴期間の延長(5)

取消訴訟の出訴期間の制限により権利救済の機会を必要以上に制約されない

ようにするとの観点から、出訴期間の延長等の見直しをすべきであるとの考え

方

見直しの具体的な内容としては、例えば、次のような考え方がある。

案 「処分があったことを知った日から か月」の出訴期間(行政事件訴訟法A 3

第 条第 項、第 項)を か月に延ばす考え方14 1 2 6

案 「処分があったことを知った日から か月」の出訴期間は、処分が公告B 3

された場合などに「知った日」が争いにならないよう、明確な起算日に改

めるべきであるとの考え方

案 「処分があったことを知った日から か月」の出訴期間を廃止し 「処分C 3 、

の日から 年」の出訴期間(行政事件訴訟法第 条第 項)に統一する考え1 14 3

方

これらの考え方については、例えば次のような指摘がされている。

ア 出訴期間について教示義務を設けること、行政の効率的運営の要請などと

の関係を考える必要がある。

イ 迅速な裁判、早期の行政の法律関係の確定という要請から、現行法の出訴

期間を維持すべきである。
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原告適格、自己の法律上の利益に関係のない違法の主張制限、団体訴権6

原告適格の拡大(1)

「処分又は裁決の取消しを求めるにつき法律上の利益を有する者」(行政事

件訴訟法第 条)と定める規定について、処分の根拠となっている行政法規が9

原告の利益を個別具体的に保護していることを判断の基準としている現在の判

例で認められる範囲より原告適格を拡大する考え方

見直しの具体的な考え方としては、原告適格を有する者について、例えば、次の

ように規定すべきであるとの考え方がある。

案 現実の利益を侵害され又は侵害されるおそれのある者A

案 法的利益を有する者B

案 処分又は裁決につき利害関係を有する者C

これらの考え方については、例えば次のような指摘がされている。

ア 判断基準としての客観性や予測可能性を確保することができるか疑問では

ないか。

イ 現在の法解釈によって認められる範囲から具体的にどの範囲を拡大するか

を明確にすべきである。

ウ 法律で個別具体的に保護されていない利益を害された者に原告適格を認め

るとしても、問題とされる利益がどのようなものであってもすべて原告適格

が認められるというものではなく、原告適格を認める範囲は、評価を経た法

的な利益を侵害されたといえる範囲に限られるべきである。

エ 判例の基準が狭いとしても 「法律上の利益」という現行法の規定の問題で、

はなく、現行法を柔軟に解釈するかどうかの問題である。

自己の法律上の利益に関係のない違法の主張制限の規定の削除(2)
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「自己の法律上の利益に関係のない違法」を取消しの理由とすることができ

ないことを規定する行政事件訴訟法第 条第 項の規定について、行政法令10 1

には個人の保護よりも公益目的のために設けられた規定が多く、このような規

定の違反を理由に処分の取消しを求めることが妨げられて権利救済の障害とな

ることがないようにするため、この規定を削除すべきであるとの考え方

この考え方については、例えば次のような指摘がされている。

ア 原告適格を備えている限り自己の法律上の利益に関係のない違法が主張す

ることができると解釈されることになると、主観訴訟という性質が変容する

懸念がある。

イ 手続に関する軽微な違法で、処分に影響を及ぼすおそれがないときまで処

分を取り消すのは、適切でない。

団体訴訟の導入(3)

歴史的・文化的な遺産、自然環境など回復不可能な価値を保全するなどの観

点から、団体訴訟の制度を導入する考え方

具体的な内容としては、例えば、次のような考え方がある。

案 個人でも原告適格が認められることを前提として、団体について一種のA

訴訟担当の形で原告適格を認める考え方

案 個人に原告適格が認められない場合でも、特定の利益を保護することをB

目的とする団体にその利益を守るための訴訟の原告適格を認める考え方

これらの考え方については、例えば次のような指摘がされている。

ア 団体訴訟については、法分野ごとに、個別の実体法において、その法律の

目的やその法律が保護しようとしている権利、利益等を考慮して検討される
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べきである。

イ 原告適格を広く解釈運用することも考えた上で、なお団体訴訟が必要な場

合がどういう場合かを検討する必要がある。

審理手続・証明責任・判決、裁量の審査7

主張・立証責任を行政に負担させること(1)

行政訴訟では、行政の説明責任や原告の主張・立証の負担を軽減する観点か

ら、国又は公共団体がその行為が適法であることの主張・立証責任を負うこと

を定める規定を行政事件訴訟法に設けるべきであるとの考え方

原告の主張・立証の負担を軽減する観点からは、国や公共団体の費用で事実の調

査をする制度を設けるべきであるとの意見もある。

この考え方については、例えば次のような指摘がされている。

ア 証明責任は、法律に定める要件ごとに実体法の解釈によって定まるもので

あり、それぞれの実体法の規定の趣旨や要件の内容などを個別に検討するこ

となく、訴訟法において一律に定めることは適切でない。

イ 処分又は裁決の理由の説明や記録の提出等を行政庁に命ずることなどで原

告の主張・立証の負担を軽減することを検討しつつ、証明責任に関する実体

法まで変更するかどうかは、慎重に検討する必要がある。

処分の理由等の変更の制限(2)

処分の理由等が訴訟の前やその初期の段階に示されたものから変更されて原

告の主張・立証の負担が増大しないようにする観点から、例えば行政手続法で

理由の提示が要求されている処分については、訴えが提起された後に理由を変
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更することができないことを規定するなど、処分の理由等の変更を制限すべき

であるとの考え方

この考え方については、例えば次のような指摘がされている。

ア 行政手続法で理由の提示を定めた趣旨は行政処分が慎重にされることを担

保するためであり、その後の理由等の変更を制限する根拠にならない。

イ 処分の理由等の変更を制限すべき範囲を一概に定めることは困難である。

ウ 時機に後れて提出された攻撃防御方法の却下など民事訴訟の一般原則(民事

訴訟法第 条参照)とは異なる主張の制限を規定する必要があるかどうか157

は、慎重に検討する必要がある。

事情判決の制限(3)

事情判決の制度によって国民の権利救済が必要以上に制限されないようにす

、 、る観点から 損害賠償等の代替措置を講ずることができない選挙訴訟などでは

事情判決をすることができないものとする考え方

この考え方については、例えば次のような指摘がされている。

事情判決の場合に行政の違法の判断がされることを評価すべきであり、事情判

決の制度が濫用されてもいない。

裁量の審査の充実(4)

行政の裁量に対する裁判所の審査を充実させるために「裁量権の範囲をこえ

又はその濫用があった場合に限り」処分を取り消すことができるとする行政事

件訴訟法第 条の規定を見直すべきであるとの考え方30

見直しの具体的な内容としては、例えば、次のような考え方がある。

案 「裁量権の範囲をこえ又はその濫用があった場合に限り」処分を取り消A
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すことができるとする行政事件訴訟法第 条の規定について、これらの場30

合に限らず、比例原則や合理性の基準なども規定すべきであるとの考え方

案 行政事件訴訟法第 条の規定は、裁量審査を抑制する効果を持つおそれB 30

があるから削除すべきであるとの考え方

案 費用便益分析手法などの客観的科学的な基準で裁量の審査をすべき旨のC

規定をする考え方

案 裁量基準及びその基準の適用の合理性を行政庁に主張立証させて行政庁D

の判断過程を明確にし、その判断の方法又は過程に誤りがある場合には処

分が違法になるとの規定をすべきであるとの考え方

これらの考え方については、例えば次のような指摘がされている。

、 、ア 裁量は実体法の解釈の問題であり 裁量の司法審査の幅は多様であるから

考えられるものをすべて規定することは困難である。

イ 社会の熟度や社会の流れによって裁量の幅が変わることに法律の規定が対

応できるか検討する必要がある。

ウ 費用便益分析手法など、まだ未熟で進歩していく技術を審査の基準とする

ことは適切でない。

エ 裁量の審査は、実体法の趣旨に沿って個別具体的に検討する手法が判例で

確立しており、行政事件訴訟法第 条の規定が裁量審査を抑制しているとは30

いえない。

費用の負担、行政不服審査法等の他の法令との関係・個別法上の課題8

訴え提起の手数料の軽減(1)

訴えの提起の手数料について、これを軽減する観点から見直すべきであると

の考え方
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見直しの具体的な内容としては、例えば、次のような考え方がある。

案 行政訴訟(国家賠償請求を含める考え方もある。)について、一律に少額A

の定額手数料を定めるとの考え方

案 取消訴訟は、訴訟の目的の価額(訴額)の算定については、財産権上の請B

求でない請求に係る訴え(民事訴訟費用等に関する法律第 条第 項本文参4 2

照)とみなすものとする考え方

案 複数の原告が同一の処分の取消しを求める場合には、訴額の基礎となるC

訴えで主張する利益が各請求について共通である(民事訴訟法第 条第 項9 1

ただし書参照)とみなすものとする考え方

これらの考え方については、例えば次のような指摘がされている。なお、民事訴

訟の訴えの提起の手数料の額の見直しについては、司法制度改革のための裁判所法

等の一部を改正する法律案を提出している。

ア 多様な訴訟に共通して経済的利益を基準に手数料を定める考え方を採用し

ている制度の趣旨や手数料体系を考慮すべきである。

イ 行政訴訟や取消訴訟について、他の訴訟と手数料を区別する根拠を検討す

べきである。

ウ 他の訴訟の「訴えで主張する利益」の考え方との整合性について検討すべ

きである。

弁護士報酬の敗訴者負担の取扱い(2)

行政訴訟の訴えの提起を不当に萎縮させないとの観点から、弁護士報酬の敗

訴者負担の取扱いを検討すべきであるとの考え方

具体的な内容としては、例えば、次のような考え方がある。

案 行政訴訟については、弁護士報酬の敗訴者負担の制度を導入しない訴訟A
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とすべきであるとの考え方

案 行政訴訟について、原告が勝訴した場合についてのみ原告の弁護士報酬B

を被告に負担させる片面的敗訴者負担の制度を導入すべきであるとの考え

方

これらの考え方については、例えば次のような指摘がされている。なお、弁護士

報酬の敗訴者負担の取扱いについては、司法アクセス検討会で検討が進められてい

る。

ア 多様な行政過程で様々な紛争が生じるから、弁護士報酬の敗訴者負担につ

いて一律に特別の取扱いをすることが適切か疑問がある。

イ 弁護士報酬の敗訴者負担が導入されても勝訴した場合には相手方の弁護士

報酬を負担しないから、弁護士報酬の敗訴者負担の取扱いについて特別の取

扱いをして敗訴する行政訴訟の提起を促進する根拠について、慎重に検討す

る必要がある。

不服審査前置による制約の緩和(3)

不服審査前置について、これが定められている場合でも裁決を経ないで訴え

を提起する機会を実質的に保障する観点から見直すべきであるとの考え方

具体的な見直しの内容としては、例えば、次のような考え方がある。

案 そもそも不服審査前置を定めることはできないこととする考え方A

案 裁決を経ないで訴えを提起することができる事由があると考えて訴えをB

提起した場合には、その事由がない場合でも審査請求をするなど必要な補

正をすれば訴えを却下しないで訴訟手続を中止する、など不服審査請求の

前置による当事者の負担を軽減する考え方
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これらの考え方については、例えば次のような指摘がされている。

ア 不服審査前置は、個別法の立法の問題であり、国家の司法制度の合理的な

資源配分の問題もあり、一切許されないとする理由はない。

イ 不服審査前置の場合でも、行政事件訴訟法第 条第 項は広く例外を定め8 2

ているから、適切な運用で訴えを提起する者に著しい不利益は生じない。

行政訴訟の目的・行政の適法性を確保するための訴訟9

行政訴訟の目的規定の新設(1)

行政訴訟の目的を明確にする観点から、行政による国民の権利利益の侵害の

救済と行政の適法性の確保を目的とすることを明らかにする規定を設けるべき

であるとの考え方

この考え方については、例えば次のような指摘がされている。

ア 行政訴訟の目的は基本的に権利侵害の救済にあり、適法性の確保は行政訴

訟の独自の目的ではなく、法に定められた権利の侵害を救済することを通じ

て適法性が確保されている。

イ 権利侵害の救済を目的とする行政訴訟と適法性の確保を目的とする行政訴

訟(客観訴訟)を分けて考えるべきである。

国の公金の支出の適法性を確保するための納税者訴訟の創設(2)

国の公金の支出に対し、訴訟による行政の適法性の確保の機能を拡充する観

点から、例えば公金の支出に違法があると思われるときに国民が会計検査院に

対し公金検査の請求をして会計検査院の判断に不服があれば国民が訴訟で争う

など、国の公金の違法支出に関する納税者訴訟の制度を創設すべきであるとの

考え方



- 28 -

この考え方については、例えば次のような指摘がされている。

ア 会計検査院の憲法上の位置づけを検討する必要がある。

イ 会計検査院と裁判所の役割分担を検討する必要がある。


